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2008年12月期の市場動向
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0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

モノクロプリンタ カラープリンタ インクジェットプリンタ

マーキングサプライ市場

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

（億円）

モノクロトナー カラートナー FAXトナー
インクジェット ドットリボン

（億円）

出展：BNS株式会社調査資料

P CP C

レ ー ザ
プ リ ン タ

レ ー ザ
プ リ ン タ

モ ノ ク ロ
ト ナ ー
カートリッジ

モ ノ ク ロ
ト ナ ー
カートリッジ

カ ラ ー
ト ナ ー
カートリッジ

カ ラ ー
ト ナ ー
カートリッジ

前半は、買替え需要の回復と大型案件の増加により堅調に推移
したものの、後半は景気の停滞や先行きへの不安感により法人
向けの需要が停滞気味となった。一方個人向けでは、店頭価格
が５万～８万円台の廉価ＰＣが、全体の出荷台数を押し上げた
ものの金額では減少となった。

前半は、基幹向けシステム商談が安定して発生していたことに
より、主にモノクロ機が底堅く推移した。後半は、景気の停滞
や先行きへの不安感により、企業の設備投資が減速しＰＣ同様
停滞気味となった。

モノクロプリンタ本体が前半は堅調に推移したこともあり、減
少傾向にあったモノクロトナーも減少度合いは緩やかとなり、
今後もこの傾向は続いていくものと考えられる。

モノクロからの買い替え需要が一巡したものの、カラープリン
タ稼働台数はまだ増加傾向であることから、対前年同期比は１
桁の伸長となった。今後は景況感の悪化からカラー出力のセー
ブの動きも見られ、さらに伸びは緩やかのものになると考えら
れる。
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2008年12月期レビュー

決算サマリー（連結） >>損益計算書>>要旨

下期は、景況感の悪化を受けて

各ユーザーの節約志向が高まり、

10月以降マーキングサプライ品
の販売が低調に推移

下期は、景況感の悪化を受けて

各ユーザーの節約志向が高まり、

10月以降マーキングサプライ品
の販売が低調に推移

△ 27-△ 103△ 135特 別 損 益

△ 75

42

89

1,787
89

1,877

1,451

21,205

22,423

2008年12月期

計 画

11082.0％73営 業 利 益

4873.8％31経 常 利 益

1,83494.4％

863

売 上 総 利 益

1,724
0

95.1％
102.2％

1,699
91    

販 売 管 理 費

貸 倒 引 当 金

-82.6％1,199Ⅱ その他の事業

△ 96-△ 98当 期 純 利 益

-97.6％20,689Ⅰ マーキングサプライ事業

23,97897.3％21,808売 上 高

2007年12月期

実 績
計 画 比

2008年12月期

実 績

（単位：百万円）

1,772 

※2008年12月期計画は、2008年8月8日公表の業績予想

※当連結会計期間から事業の種類別セグメント情報を開示しているため、前年同期実績については記載せず

△79△内部取引消去

調達から販売までの従来の業務

構造、管理面における方針など

を最適化し抜本的なコスト削減

を推進

調達から販売までの従来の業務

構造、管理面における方針など

を最適化し抜本的なコスト削減

を推進△234 --

リスク認識のもと営業債権に対

する貸倒引当金を上期に大幅に

積み増しした

リスク認識のもと営業債権に対

する貸倒引当金を上期に大幅に

積み増しした

上記の売上減少に起因し計画を

下回る結果となった

上記の売上減少に起因し計画を

下回る結果となった

投資有価証券評価損、事務所移

転費用引当金の計上

投資有価証券評価損、事務所移

転費用引当金の計上
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負
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の

部
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資

産

の

部

2008年12月期レビュー

>>貸借対照表>>要旨決算サマリー（連結）

6327,7637,1318,239流動資産合計

175372197325その他

△ 8921,3452,2371,653たな卸資産

△ 2△ 36△ 34△ 16貸倒引当金

6503,7963,1453,759売掛金
受取手形

7012,2861,5842,516 現金・預金

流
動
資
産

5198,3267,8078,836資産合計

△ 113562676597固定資産合計

1000△ 1000投資損失引当金

0△ 125△ 126△ 55貸倒引当金

△ 202548750482投資有価証券
その他

△ 6687588無形固定資産

△ 5717681有形固定資産

固
定
資
産

6206,6836,0636,856負債合計

△ 181013その他

2282626退職給付引当金

01,1001,1002,704長期借入金固
定
負
債

143330186425その他流動負債

△ 3032,2042,507908
短期借入金
１年以内返済予定
長期借入金含む

7793,0122,2322,778支払手形
買掛金流

動
負
債

5198,3267,8078,836負債純資産合計

△ 1011, 6431,7441,979純資産合計

△ 114△ 121△ 734評価・換算差額等

131,1191,1051,299利益剰余金

0△ 349△ 349△ 349自己株式

0995995995資本金
資本剰余金

株
主
資
本

資

産

の

部

増減今期末今中間期前期末 増減今期末今中間期前期末（単位：百万円）
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2008年12月期レビュー

決算サマリー（単独） >>損益計算書>>要旨

△ 144-△ 102△ 160特 別 損 益

△ 82

11

53

1,517
89

1,570

2,433
5,194
5,952

7,620

21,200

2008年12月期

計 画

13092.5％49営 業 利 益

125136.4％15経 常 利 益

1,62095.7％1,503売 上 総 利 益

1,489
0

95.8％
103.4％

1,453
92    

販 売 管 理 費

貸 倒 引 当 金

6,709103.8％6,181Ⅱ カラートナー

5,60598.9％5,137Ⅲ ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄｶｰﾄﾘｯｼﾞ

2,47592.6％2,253Ⅳ ＭＲＯ・その他

△ 100-△ 128当 期 純 利 益

8,30493.2％7,100Ⅰ モノクロトナー

23,09497.5％20,673売 上 高

2007年12月期

実 績
計 画 比

2008年12月期

実 績

（単位：百万円）

※2008年12月期計画は、2008年8月8日公表の業績予想

上記のコスト削減により、営業利益は計画

に対して△3百万円にとどまり、経常利益

は計画を3百万円上回る結果となった

上記のコスト削減により、営業利益は計画

に対して△3百万円にとどまり、経常利益

は計画を3百万円上回る結果となった

移転費用19百万円、投資有価証券評価損

118百万円(内不動産ファンド100百万円)、

海伯力(香港)減損処理(投資損失引当金)

25百万円を計上

移転費用19百万円、投資有価証券評価損

118百万円(内不動産ファンド100百万円)、

海伯力(香港)減損処理(投資損失引当金)

25百万円を計上

下期は、景況感の悪化を受けて各ユーザー

の節約志向が高まり、10月以降マーキング

サプライ品の販売が低調に推移

下期は、景況感の悪化を受けて各ユーザー

の節約志向が高まり、10月以降マーキング

サプライ品の販売が低調に推移

マーキングサプライ品全般が低調に推移す

る中、カラートナーは堅調

マーキングサプライ品全般が低調に推移す

る中、カラートナーは堅調

調達から販売までの従来の業務構造、管理

面における方針などを最適化し抜本的なコ

スト削減を推進

調達から販売までの従来の業務構造、管理

面における方針などを最適化し抜本的なコ

スト削減を推進

リスク認識のもと営業債権に対する貸倒引

当金を上期に大幅に積み増しした

リスク認識のもと営業債権に対する貸倒引

当金を上期に大幅に積み増しした
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事業別売上高 >>2008年計画～実績

2008年12月期レビュー

（単位：百万円）

モノクロトナー

カラートナー

インクジェット

ＭＲＯ

850

5,194
5,137

6,181
5,952

7,620
7,101

4,000

348

853
876

2,000 6,000 8,000 10,000

200 400 600 800 1,000

国内における売上

海外における売上 475

976

その他
1,414
1,562

マーキングサプライ事業は年後半景況感の悪化を受けた各ユーザーの節約志向の高まりから オフィスサプライ品 全般低調に推移
し、その他の事業においては前年比較では増加しているものの、国内外とも同様の影響で計画を達成するまでには至らなかった。

マーキングサプライ事業は年後半景況感の悪化を受けた各ユーザーの節約志向の高まりから オフィスサプライ品 全般低調に推移
し、その他の事業においては前年比較では増加しているものの、国内外とも同様の影響で計画を達成するまでには至らなかった。

2008年実績

2008年計画

2008年実績

2008年計画

その他の事業
その他の事業

マーキングサプライ事業
マーキングサプライ事業
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2008年12月期レビュー

売上高及び売上総利益率の推移

（単位：百万円）

11,969
13,078 11,745

11,222

12,23211,82211,190 10,585

8.1%
7.7%

8.8%
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5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

上期 下期 売上総利益率

ハイブリッド単独での利益重視への販売戦略の転換により売上高は減少
したものの、子会社の健闘含め売上総利益率は改善傾向へ

ハイブリッド単独での利益重視への販売戦略の転換により売上高は減少
したものの、子会社の健闘含め売上総利益率は改善傾向へ



Ⅱ．2009年12月期計画ⅡⅡ．．20092009年年1212月期計画月期計画
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2009年12月期の主な取り組み

Çマーキングサプライ事業の再構築

>>顧客サーベイの徹底により、市場環境に左右されにくい安定した収益基盤の早期確立

>>与信管理の徹底強化により貸倒れリスクの低減を図る

Ç『環境事業推進部』の新設

>>環境に関して専門的に商品やサービス、効果を検討する「環境事業推進部」を新設し

水・大気・土壌等の環境に配慮した製品の販売を積極的に行う

Ç経営改革の推進
>>コスト意識の徹底により無駄なコストを省き、利益の出る体質に変えてゆく
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2009年12月期 商品分類別売上高・売上総利益計画

900

1,942

1,272

633

854

0

1,146

348

117

285

244

111

0

222

75
125 2009年計画

2008年実績

Ｍ Ｒ Ｏ

ﾏｰｷﾝｸﾞｻﾌﾟﾗｲ品

環境関連商品

その他商品(国内)

その他商品(海外)

4,000 2,00016,00018,000 400200 1,200 1,400

1,246
1,352

17,106
19,444

売上高（単位：百万円） 売上総利益（単位：百万円）
すべての事業
すべての事業

※商品売上の単純合算

新商材により売上拡大から
利益重視への転換

景況感の悪化によるオフィスサプライ品の需要減少は避けられず、同業界における与信リスクの
増加も見込まれるなか、徹底した顧客の見直しをはかり、売上の拡大から利益重視へ転換。安定
した収益基盤の確保に傾注する。

当社は特定商品及び主要販売先への依存度の高さを事業リスクととらえ、国内外のグループ各社
の事業拡大による取扱商品の拡大、顧客の増大を通じてリスクの低減を図り安定した収益基盤を
確立。特に今期は環境事業への取り組みを最重要課題と位置付け、環境に配慮した商品の販売を
積極的に行い、トナーカートリッジ等のマーキングサプライ品に次ぐ第２の柱を早期に確立する。

景況感の悪化によるオフィスサプライ品の需要減少は避けられず、同業界における与信リスクの
増加も見込まれるなか、徹底した顧客の見直しをはかり、売上の拡大から利益重視へ転換。安定
した収益基盤の確保に傾注する。

当社は特定商品及び主要販売先への依存度の高さを事業リスクととらえ、国内外のグループ各社
の事業拡大による取扱商品の拡大、顧客の増大を通じてリスクの低減を図り安定した収益基盤を
確立。特に今期は環境事業への取り組みを最重要課題と位置付け、環境に配慮した商品の販売を
積極的に行い、トナーカートリッジ等のマーキングサプライ品に次ぐ第２の柱を早期に確立する。

マーキング

サプライ品

そ の 他

商 品
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2009年12月期 業績計画（連結）

（単位：百万円）

△98138当 期 純 利 益

841.9%31261経 常 利 益

454.8%73332営 業 利 益

99.5%1,6991,691販 売 管 理 費

114.2%1,7722,023売 上 総 利 益

272.7%1,1993,269Ⅱ その他の事業

89.7%20,68918,553Ⅰ マーキングサプライ事業

99.6%21,80821,726売 上 高

実 績計 画
前年同期比

2008年12月期2009年12月期

－

>>損益計算書>>要旨

－△79△95△内部取引消去
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2009年12月期 業績計画（単独）

（単位：百万円）

－△128129当 期 純 利 益

1580.0%15237経 常 利 益

632.7%49310営 業 利 益

95.7%1,4531,390販 売 管 理 費

113.1%1,5031,700売 上 総 利 益

186.7%2,2534,206Ⅳ MRO・その他

88.1%5,1374,525Ⅲ ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄｶｰﾄﾘｯｼﾞ

87.1%6,1815,381Ⅱ カラートナー

88.2%7,1006,263Ⅰ モノクロトナー

98.6%20,67320,377売 上 高

実 績計 画
前年同期比

2008年12月期2009年12月期

>>損益計算書>>要旨
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業績推移（2007年度～2009年度）

21,72621,80823,978

332

73

110

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2007年度 2008年度 2009年度

0

100

200

300

400

売上高 営業利益

－ 2009年12月期は利益重視への転換と環境事業への参入によりＶ字回復を目指す －

23,094 20,673 20,377

130

49

310

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2007年度 2008年度 2009年度

0

100

200

300

400

売上高 営業利益

－ 連 結 － － 単 独 －

（単位：百万円）



Ⅲ．今後の事業戦略ⅢⅢ．今後の事業戦略．今後の事業戦略
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～事業ドメインの拡大～

Ç マーキングサプライ品（プリンタ印字廻りの消耗品）市場に留まることなく、オフィス用品市場、MRO商材市場へと事業ドメインの拡大を図
り、安定的な収益確保を可能とする強固な営業基盤の確立

～環境事業推進部の新設～
Ç 地球温暖化や環境破壊が目に見える形で問題化している現代社会において、企業の社会的責任（CSR）を今一度考え、当社グループの

原点である商品を販売するという事業活動を通じて、環境改善に寄与する商品の普及拡大を促進

Ç 環境に関して専門的に商品やサービス、効果を検討する「環境事業推進部」を新設

～事業ドメインの拡大～

Ç マーキングサプライ品（プリンタ印字廻りの消耗品）市場に留まることなく、オフィス用品市場、MRO商材市場へと事業ドメインの拡大を図
り、安定的な収益確保を可能とする強固な営業基盤の確立

～環境事業推進部の新設～
Ç 地球温暖化や環境破壊が目に見える形で問題化している現代社会において、企業の社会的責任（CSR）を今一度考え、当社グループの

原点である商品を販売するという事業活動を通じて、環境改善に寄与する商品の普及拡大を促進

Ç 環境に関して専門的に商品やサービス、効果を検討する「環境事業推進部」を新設

ＭＲＯ商材を中心としたオフィス用品総合ディストリビューターへの変貌
～継続的な事業の拡大を通じて企業価値を向上していくこと～

ＭＲＯ商材を中心としたオフィス用品総合ディストリビューターへの変貌
～継続的な事業の拡大を通じて企業価値を向上していくこと～

基本戦略
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事業ドメインの拡大

ハイブリッド･サービスの主力事業であ
るオフィス用品業界のマーキングサプ
ライ品（プリンタ印字廻りの消耗品）
市場に留まることなく、グループ各社
との連携を強化し、限られた経営資源
を効率的に投入することにより、オフ
ィス用品市場、MRO商材市場、環境ビ
ジネスへと事業ドメインの拡大を図り
安定的な収益確保を可能とする強固な
営業基盤の確立に努める。

マーキングサプライ・ＭＲＯ事業・・・消耗品を中心とする市場であり景気要因に大きく影響されにくい市場
環境ビジネス ・・・環境意識の高まりから拡大傾向にある市場

マーキングサプライ
事 業

Ｍ Ｒ Ｏ

オフィスサプライ
事 業

ハイブリッドサービスの
収益を下支えするビジ
ネスモデル

利益
重視
・拡
大市
場の

新商
材

現 在

今 後

PPC用紙

メデ
ィア

ラベ
ル

その
他 MRO商材

トナ
ー

イン
クカ
ート
リッ
ジ

イン
クリ
ボン

維 持

強 化

社会貢献をバックボーン
に成長事業への参入

新規参入
環

境

マ
ー
キ
ン
グ
サ
プ
ラ
イ
事
業
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環境事業推進部の新設

●環境問題が特定の地域や産業の問題から、地球温暖化問題によって、すべての業種・事業活動にかかわる問題となり、特定の業種や企業
に対する有害物質の排出や使用の制限による強制型の規制だけに頼れず民間の力を活用する方向に変化

●企業の環境対策費用がそれらのサービスや商品を提供する側にとってビジネスチャンスとなり、今後長期的に維持・拡大する市場

環境ビジネスへの取組の背景環境ビジネスへの取組の背景

「ハイブリッド・サービス・グループの原点である商品を販売するという
事業活動を通じて、環境改善に寄与する商品の普及拡大を促進すること」

ハイブリッド・サービス・グループの目指すべき社会貢献ハイブリッド・サービス・グループの目指すべき社会貢献

ĝ『環境事業推進部』の新設

●除菌衛生関連商品(2/9リリース) ●JA中標津との協業の基本合意(2/19リリース) ●省エネ貢献商品(2/20リリース) など
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Th
ird

St
ag

e

Se
co

nd
Sta

ge

First
Stage

2008年12月期

新商材の取扱検討・事業性の検証 システム・倉庫などのインフラ提供体制の確立 販売チャネルの拡大・あらゆるオフィスニーズに対応

ＭＲＯ商材を中心としたオフィス用品市場へ事業拡大 環境事業への取組 収益が高いビジネスへのシフト

高粗利へ

ハイブリッド・サービス・グループを下支えする既存事業で
あるマーキング・サプライ事業・ MRO・オフィスサプライ
事業を第一の柱として、環境事業を第ニの柱として、限られ
た経営資源のなかで、グループ子会社を含め、情報・物流・
人材・在庫等を最適化することで高収益体制を構築する。

ハイブリッド・サービス・グループを下支えする既存事業で
あるマーキング・サプライ事業・ MRO・オフィスサプライ
事業を第一の柱として、環境事業を第ニの柱として、限られ
た経営資源のなかで、グループ子会社を含め、情報・物流・
人材・在庫等を最適化することで高収益体制を構築する。

2009年12月期 2010年12月期

「社会貢献」をバックボーンにオフィスの安心・安
全・利便性を意識し様々な商品の提供を幅広く展開。
さらに環境をキーワードに顧客ニーズに対応した商
品の調達・提供を実施していく。

「社会貢献」をバックボーンにオフィスの安心・安
全・利便性を意識し様々な商品の提供を幅広く展開。
さらに環境をキーワードに顧客ニーズに対応した商
品の調達・提供を実施していく。

ロードマップ（2008年12月期～2010年12月期）



Ⅳ．環境関連新商材のご案内ⅣⅣ．環境関連新商材のご案内．環境関連新商材のご案内
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環境関連新商材のご案内 >> LED蛍光灯

新タイプＬＥＤ蛍光灯

「オセデル“OCEDEL”」
平成21年4月販売開始

京都議定書による第一約束期間が2008年から始まり、CO2削減に纏わる様々な活動が民間にも求めらるようになる中、日本のCO2排出量の約9割
がエネルギー起源CO2と言われています。また、エネルギー消費の約3割が照明・電気製品に使われていると言われており、照明のエネルギー削
減がCO2削減に有力な手段と考えています。そういった中、従来の蛍光灯に劣らない光の照射角に加え、新たに調光機能を備えた新タイプＬＥＤ
蛍光灯の販売を行うことを決定しました。

第１世代 第２世代 第３世代 第４世代
ろうそく 電 球 蛍 光 灯 ＬＥＤ

ＩＰ調光機能ＩＰ調光機能 面発光技術面発光技術
＋＋

長寿命約5倍長寿命約5倍＋＋消費電力約半分消費電力約半分

＋＋ ＋＋

●消費電力
従来の蛍光灯

ＯＣＥＤＥＬ

●寿命
従来の蛍光灯

ＯＣＥＤＥＬ

10W 20W 30W 40W

10,000 20,000 30,000 40,000 50,000時間

約18W 約22W削減

約5倍

点
灯
時

従来の蛍光灯に劣らない照射角度
指向性の強いＬＥＤの発光特性を克服
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ＯＣＥＤＥＬの特徴

面発光技術面発光技術

チラツキゼロチラツキゼロ

水銀ゼロ水銀ゼロ

丈夫・安全丈夫・安全

低紫外線低紫外線

寒冷動作寒冷動作

省エネ・長寿命省エネ・長寿命 消費電力が約50％削減、寿命が約５倍。エネルギー起源CO２排出量削減効果も期待できます。
交換の為のメンテナンスコストも削減できます。

明るさを５段階に切り替えることが出来、必要な場所に必要な光量を設定することでさらに消
費電力の削減効果を見込めます。

照射角度が広くＬＥＤ光源の弱点と言われた指向性の強い発光特性を完全克服。蛍光灯と変わ
らず自然に広く照らすことができます。

光源としてＬＥＤを直流点灯しているためチラツキがなく、目にもやさしい照明です。

環境に優しく安全でリサイクル可能です。分解・分別処分が可能です。

ポリカーボネート製の管を使用し、割れても飛散することが無くとても安全です。ポリカーボ
ネートは耐衝撃性・耐熱性・難燃性に優れた素材です。

虫が寄りつきにくくとても衛生的です。

低温時でも点灯でき、冷蔵庫・冷凍庫などでも使用できます。

消費電力が約50％削減、寿命が約５倍。エネルギー起源CO２排出量削減効果も期待できます。
交換の為のメンテナンスコストも削減できます。

明るさを５段階に切り替えることが出来、必要な場所に必要な光量を設定することでさらに消
費電力の削減効果を見込めます。

照射角度が広くＬＥＤ光源の弱点と言われた指向性の強い発光特性を完全克服。蛍光灯と変わ
らず自然に広く照らすことができます。

光源としてＬＥＤを直流点灯しているためチラツキがなく、目にもやさしい照明です。

環境に優しく安全でリサイクル可能です。分解・分別処分が可能です。

ポリカーボネート製の管を使用し、割れても飛散することが無くとても安全です。ポリカーボ
ネートは耐衝撃性・耐熱性・難燃性に優れた素材です。

虫が寄りつきにくくとても衛生的です。

低温時でも点灯でき、冷蔵庫・冷凍庫などでも使用できます。

調光機能調光機能

・・・一般蛍光灯と比較した優位点 ・・・他社ＬＥＤ蛍光灯と比較した優位点

環境関連新商材 >> LED蛍光灯
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ＯＣＥＤＥＬの消費電力とＣＯ２排出量

※電気料金 1kWh当たり2.86
円で算出（東京電力従量電
灯Ｂより) 

※１日の使用時間は12時間で
設定

約18W

●消費電力
従来の蛍光灯

ＯＣＥＤＥＬ

●CO２排出量
従来の蛍光灯

ＯＣＥＤＥＬ

10W 20W 30W 40W

10 20 30 40 50             60              70kg

約18W

約40W

約22W削減

約36kg削減

※杉の木1本あたりのCO2吸収
量：平均約14kg/年(｢地球温
暖化防止のための緑の吸収
源対策」環境省／林野庁よ
り試算)

※電力1kWhあたりCO2算出係
数0.38kg/kWh

電気代大幅カット！電気代大幅カット！

消費電力
消費電力

（１ヶ月間）
電気料金

（１ヶ月間）
電気料金
（１年間）

O C E D E L 約18Ｗ 6.48kWh 148円 1,776円

従来の蛍光灯 約40Ｗ 14.40kWh 329円 3,948円

削減効果 約22Ｗ 7.92kWh 181円 2,172円

消費電力
消費電力

（１ヶ月間）

Co2排出量
（１ヶ月間）

Co2排出量
（１年間）

O C E D E L 約18Ｗ 6.48kWh 2.46kg 29.52kg

従来の蛍光灯 約40Ｗ 14.40kWh 5.47kg 65.64kg

削減効果 約22Ｗ 7.92kWh 3.01kg 36.12kg

杉の木2.5本分のCO2削減効果！杉の木2.5本分のCO2削減効果！

環境関連新商材 >> LED蛍光灯




